　　　藤枝市設備投資等奨励金交付要綱

  （趣旨）
第１条　市長は、地域産業の振興及び就業の場の確保を図るため、藤枝市企業立地促進事業費補助金交付要綱(平成17年藤枝市告示第122号。以下｢立地要綱｣という。)第７条に定める補助事業者のうち特に定める事業者が行う設備投資等に対し、予算の範囲内において奨励金を交付するものとし、その交付に関してはこの要綱の定めるところによる。
  （定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれの当該各号に定めるところによる。
  　設備投資等　立地要綱第２条第１項第２号及び第３号に定める工場等の設置に伴う「設備投資等」をいう。
　　従業員　立地要綱第２条第４号に定める｢従業員｣をいう。
　　研究員　立地要綱第２条第５号に定める「研究員」をいう。
（補助金の対象者及び要件）
第３条　市長は、立地要綱第７条に定める補助事業者のうち同要綱第２条第２号ア、イ及びウに定める工場等の設備投資等を行う者(以下「特定立地事業者」という。)に対し、予算の範囲内において奨励金を交付する。
２　前項の規定に関わらず、他の法令等により、既に国、県、市等の補助対象となった経費があるときは、これを除くものとする。
３　第１項の規定に関わらず、特定立地事業者が申請を行う日の属する月の月末の従業員の数が、立地要綱に定める補助事業の業務を開始する日の属する月の月末の従業員数を下回ったときは、これを除くものとする。

（奨励金額等）

第４条　奨励金の額は、当該設備投資等を行う特定立地事業者が立地要綱第12条の補助金の確定を受けた日の属する年以降、市が初めて課税する固定資産税のうち、建物及び償却資産に係る税額に相当する額（10万円未満の端数は切捨てとする。）とし、2,000万円を限度とする。
２　補助金の交付は、１特定立地事業者について１回を限度とする。

（事前報告）

第５条　奨励金の交付を受けようとする特定立地事業者は、立地要綱第12条の補助金の確定を受けた日又は同日の属する年以降、市が初めて課税する年の前年９月末日のいずれか早い日までに、工場等の設備投資等に係る概要書（第１号様式）を市長に提出しなければならない。

（交付の申請）
第６条　奨励金の交付を受けようとする特定立地補助事業者は、藤枝市設備投資等奨励金交付申請書（第２号様式）に次に掲げる書類を添えて、立地要綱第12条の補助金の確定を受けた日の属する年の翌年の８月末日までに、市長に提出しなければならない。
　土地建物名寄帳及び償却資産種別明細書
　申請にかかる建物等の登記全部事項証明書の写し
　申請にかかる設備投資等にかかる売買契約書の写し及び支払等関係資料
　申請にかかる工場等で就業する従業員の名簿
　前号の従業員に係る雇用保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者台帳の写し
　特定立地補助事業者が立地要綱第２条第２号イに定める研究所の場合は、申請にかかる工場等で就業する研究員の名簿
　申請を行う年度の前年度の市税完納証明書
　その他参考となる資料

（交付の決定）
第７条　市長は、前条の規定による申請があった場合は、当該申請に係る要件に適合するものであるかどうかを審査し、必要により現地を調査し、交付すべき奨励金を決定したときは、藤枝市設備投資等奨励金交付決定通知書（第３号様式）により通知する。

（決定の取消し等）

第８条　市長は、奨励金の交付の決定を受けた特定立地事業者（以下｢奨励金対象者｣という。）が、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該決定の全部又は一部を取り消すことができる。

　当該工場等で就業する従業員の数が、前条に規定する通知を行った日から1年以内に、立地要綱第６条に規定する「業務を開始する日」に当該補助の対象となった工場等で就業する従業員又は研究員の数に10％以上の減少が明らかとなったとき
　　前条に規定する通知を行った日から１年以内に市税を滞納したとき
　　偽りその他不正の行為により奨励金の交付の決定を受けたとき
２　市長は、前項の規定により奨励金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消しにかかる奨励金が既に交付されているときは、奨励金の全部又は一部の返還を命ずることができる。
（遵守事項）

第９条　奨励金対象者は、次の事項を遵守しなければならない。
　　奨励金の交付時に、当該設備投資等にかかる支払事務が完了していなかったときは、完了後速やかに領収書等関係資料を提出すること。
　　奨励金の交付後においても、対象となった建物等の設備について善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図ること。
　　市税の完納に努めること。
　　奨励金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係資料を整理し、並びにこれ    らの帳簿及び書類を奨励金の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければな    らないこと。
（権利の承継）

第10条　奨励金対象者が、第７条による交付の決定を受けた後に他の工場等に地位を承継したときは、当該奨励金の交付を受ける権利を承継することができる。

２　前項の規定に基づき地位を継承したもの（以下「地位承継者」という。）は、当該承継をした日から10日以内に藤枝市設備投資等奨励金権利承継承認申請書（第４号様式）に承継を証明する書類を添えて、市長に提出しなければならない。

３　市長は、前項の申請があったときは、当該申請にかかる申請書を審査し、その承認の可否を決定し、その旨を地位承継者に通知するものとする。
（請求）

第11条　奨励金対象者又は前条第３項で承認を受けた地位継承者は、第７条の通知を受領した日から起算して20日を経過した日までに請求書（第５号様式）を市長に提出しなければならない。

（委任）

第12条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則
１　この要綱は、平成19年４月１日から施行し、施行日以降に立地要綱第１２条の交付の確定を受けたものを対象とする。

附　則
１　この要綱は、平成22年４月１日から施行する。
附　則
１　この要綱は、平成24年４月１日から施行する。
　　附　則

１　この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

第１号様式
工場等の設備投資等に係る概要書
藤枝市長　　　　　　　　　　　様

eq \o\ad(          ,所在地)
eq \o\ad(          ,名称)
 eq \o\ad(代表者名,　　　　　)  　　　　　　　　
連絡担当者
eq \o\ad(          ,電話番号)
１　工場等の名称
２　eq \o\ad(            ,新設場所)
３　設備投資の概要
４　新設日
	用地取得(賃貸借)日
	年　　月　　日

	設備投資にかかる契約を締結した日
	年　　月　　日

	設備投資終了日
	年　　月　　日

	事業を開始した日
	年　　月　　日


５　従業員雇用実績
	
	正従業員
	パート

	当該事業所
	増加
	県内居住者
	
	

	
	
	
	うち市内居住者
	
	

	
	
	県外からの転入者
	
	

	
	既　存
	
	

	
	計
	
	

	
	前１年間の平均
	
	

	県内全雇用
	計
	
	

	
	前１年間の平均
	
	


６　投資計画（実績）

	
	金　　　　　　　額

	土　　　　地
	㎡
	円

	建　　　物
	 eq \o\ad(生産部門,　　　　　　　　)
	㎡
	

	
	 eq \o\ad(研究開発部門,　　　　　　　　)
	㎡
	

	
	流通加工等部門
	㎡
	

	
	 eq \o\ad(事務管理部門,　　　　　　　　)
	㎡
	

	
	事業継続部門
	㎡
	

	
	 eq \o\ad(倉庫等,　　　　　　　　)
	㎡
	

	
	 eq \o\ad(その他,　　　　　　　　)
	㎡
	

	
	計
	㎡
	円

	そ　　の　　他
	（機械設備等）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	（その他）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	計
	円

	合　　　　　　　　計
	円


７　資金調達実績
	
	     金　　    額
	      摘　     　　　　　　　要

	自己資金
	                円
	

	借  入
先
	
	　　　　　　　円
	

	
	計
	　　　　　　　　　円
	

	   補助金等
	　　　　　　　　　円
	

	    eq \o\ad(合計,　　　　)
	　　　　　　　　　円
	


第２号様式
藤枝市設備投資等奨励金交付申請書
　　年　　月　　日

藤枝市長　　　　　　　　　　様
eq \o\ad(          ,所在地)
eq \o\ad(          ,名称)
 eq \o\ad(代表者名,　　　　　)  　　　　　　　　
連絡担当者
eq \o\ad(          ,電話番号)
　　　　　年度において、藤枝市設備投資等奨励金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。
　１　交付申請額　　　　　　　　　　　円
　２　新設された工場の名称及び所在地
３　固定資産税内訳書

①　家屋

	所在地
	種類
	構造
	登記床面積
	取得年月日
	当該年度課税標準額

	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	円

	合　　計
	円


②　償却資産

	資産の名称等
	数量
	取得価格
	取得年月日
	当該年度課税標準額

	
	
	円
	
	円

	
	
	円
	
	円

	
	
	円
	
	円

	
	
	円
	
	円

	
	
	円
	
	円

	
	
	円
	
	円

	
	
	円
	
	円

	
	
	円
	
	円

	
	
	円
	
	円

	
	
	円
	
	円

	合　　計
	円
	合　　計
	円


※この内訳書には、要綱の対象となる設備投資等についてのみご記入ください。

第３号様式

藤枝市設備投資等奨励金交付決定通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　藤枝市長　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付け申請のあった　　年度藤枝市設備投資等奨励金の交付につ

　いて、次のとおり決定したので通知します。

１　交付決定額　　　　　　　　　　円

２　条　件

　藤枝市設備投資等奨励金交付要綱を遵守すること

第４号様式

第　　　　　号

年　　月　　日

藤枝市設備投資等奨励金権利承継承認申請書

藤枝市長　　　　　　　　　　様

 eq \o\ad(所在地,　　　　　)
 eq \o\ad(名称,　　　　　)
　 eq \o\ad(代表者名,　　　　　)　  　　　　　　　
連絡担当者
 eq \o\ad(電話番号,　　　　　)
　　　　年　　月　　日付け　　第　　号により決定した　　年度藤枝市設備投資

　等奨励金について、次のとおり権利を変更したいので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。
１　交付決定額　　　　　　　　　　円

２　既に交付の決定を受けた者

３　新たに交付の決定の権利を持つ者

４　承継の理由

第５号様式

請求書
    金　　　　　　　　　　　　　　円
　　ただし、　　年　　月　　日付け　　第　　号により補助金の交付の決定を

　受けた藤枝市設備投資等奨励金として、上記のとおり請求します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
藤枝市長　　　　　　　　　　様

eq \o\ad(          ,所在地)
eq \o\ad(          ,名称)
 eq \o\ad(代表者名,　　　　　)　　　　　　　　　
連絡担当者
eq \o\ad(          ,電話番号)
               振込先

　　　　　　　　 金融機関名（　　　　　　　）店名（　　　　　　　）
                 口座種別
　　　　　　　　 口座番号

　　　　　 　　　eq \o\ad(\s\up 9(フリガナ),口座名義)
